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１． はじめに 

（１） 問題の所在 

・TCOG に対する従来の評価 

・「協調問題」としての日米韓による協力関係 

（２） 研究の目的と主張 

・目的：日米韓の協力関係構築における TCOG の再評価 

 主張①：TCOG に対する従来の評価→部分的でかつ不十分 

主張②：「熟慮の制度（deliberative institutions）」としての TCOG 

（３） 分析方法 

・TCOG 設立以前、以後の協力関係の比較検討 

（本研究では 1990 年代後半から 2000 年までに時期を限定する） 

 

２． TCOG の概観 

（１） 設立の経緯 

・クリントン政権による対北朝鮮政策の見直し 

・林-ペリー会談 

（２） 設立の目的 

・日米韓による対北朝鮮政策の調整 

（３） 開催概要（開催回数、協議形式、参加者等について） 

 

３． TCOG に対する先行研究 

（１） Schoff（2005） 

・第三の足としての日韓協力の推進 

・TCOG メカニズムの拡張と応用 
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（２） Ehrhardt（2004/2005） 

・米韓の協力関係における TCOG の位置付け 

（３） Jo & Mo（2010） 

・日米韓による三カ国主義（trilateralism）全体からの TCOG の位置付け 

 

４． TCOG 設立以前における協調問題とその背景的要素 

（１） 協調問題の諸相 

・「軽水炉提供問題」 

・「潜水艦侵入事件への対応」 

・「テポドン発射問題への対応」 

（２） 協調問題の背景的要素 

・北朝鮮／北朝鮮問題に対する捉え方 

・日米韓のそれぞれに対するそれぞれの捉え方 

 

５． TCOG における政策調整とその要素 

（１） TCOG における政策調整 

・ペリープロセスの調整と確認 

・北朝鮮との各二国間政策における情報と認識の共有と調整 

（２） 調整された各国の対北朝鮮政策の実施 

・日本：村山訪朝団による訪朝 

・韓国：南北首脳会談の開催 

・米国：趙明禄訪米、オルブライト訪朝 

（３）協力的な政策調整の要素 

  ・対等な立場による協議形式 

  ・政府高官による直接の協議の機会（本会議及び廊下会合） 

  ・情報と認識の共有 

 

６． 結論 

（１） 研究のまとめ 

・従来の評価と本研究の評価の相違点 

・TCOG における政策調整の二つの側面 

 ・具体的な政策の調整と確認 

 ・政策の調整に必要な情報の共有と認識の共有 

  ⇒「熟慮の制度」としての TCOG 

（２）課題 

  ・協力の推進における TCOG 以外の要素への注目 



  ・2001 年以降から 2003 年までの分析（あるいは 2005 年まで）の必要性 

  ・TCOG に対する制度論的解釈のあり方 

（３）本研究の今日的意義 

  ・高まる協調問題への注目と TCOG 的な制度的枠組みの重要性 

  ・調整すべき対象としての「利害に対する捉え方」 
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